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事案の概要
1 当通報は，通報者が 自身の 1993年生ま
れの娘 L.C.に代わって提出したもので，通報
者と L.C.は， Centrefor Reproductive Rights 
とCentrefor the Promotion and Protection of 
Sexual and Reproductive Rights （以下， PRO
MOSEX）という 2つの NGOによって代理さ
れている。
2 L. C は， 11歳の時から 34歳の男性
].C.R.に性的な虐待を受けていた。その結果，


















院の医事委員会（medical board）は， LC の
命が危険にさらされているとはいえないとして，
通報者の中絶の要請を 2度にわたり否定した。























5 通報者は，条約 I条， 2条（c）および































































































3 以 l二から，委員会は，当事国が条約 l条
とともに解釈する 2条（c）お よび（f)' 3条，
5条， 12条の義務に反していると認め，当事同
に対して以下を勧告する。
I . L.C.について
締約凶は，物理的および倫理的被害に対する
適切な賠償とリハビリテーション手段を合む補
償を提供すること。補償は，L.C.が可能な限 り
最善の質の生活を享受できるよ う，彼：fl:.が受け
た権利および健康への侵害の深刻さに相応なも
のである こと。
1 一般
締約国は，
(a）女性の身体的，精神的健康を保護し，再
発を防止するために，治療的妊娠中絶へ
の効果的なアクセスの整備を念頭に法律
を見直すこと。
(b) すべての医療施設が条約のリプロダクテ
ィブ・ライツ関連規定と委員会の一般勧
告 No. 24を認識し，遵守するための措
置をとること。措置には，医療関係者が，
リプロダクティブ ・へ／レス関係のサ ービ
スを必要とする思春期女性に対する態度
や行動を変更し，性暴力に関する特定の
健康ニーズに対応するこ とを奨励する教
育研修プロ グラムを含むこと。
(c) レイフ。や性的虐待による妊娠の中絶合法
化を視野に入れて法律を見直すこと。
委員会は，当事国の第 6固定期報告書審査に
おける委員会の勧告を繰り返し、女性と健康に
関する一般勧告 24号と北京宣言および行動綱
領に沿って治療的妊娠中絶の制限的な解釈を見
直すよう求める。
当事国は，本見解と勧告に適正な注意を払い，
6ヶ月以内に本見解と勧告－に関してとられた措
置についての情報を含む回答を書面で提出する
こと。通報者および被害者の匿名性を維持した
うえで， 本見解およ び勧告を公表，翻訳し，広
く配布すること。
（拐？可：近江美保）
（本学非常勤講師）
